2016年3月11日～12日
国会や東電前で抗議集会　声上げ「福島守れ」

共同通信2016/3/11 21:22
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東電本店前で開かれた原発再稼働などに抗議する集会で、発言する福島県双葉町の前町長井戸川克隆さん＝11日夜、東京・内幸町
　国会と東京・内幸町の東京電力本店の前で11日、原発に反対する市民団体による抗議集会が開かれ、「再稼働反対」などと書かれたプラカードを持った多くの人たちが「原発やめろ」「福島守れ」と声を上げた。

　福島市生まれという女性（33）は2歳の娘を連れて国会前の集会に参加。「5年たってもたくさんの人が帰れないままでいる。原発のない社会にすることが親である私たちの責任」と訴えた。

　東電本店前でも別の団体の呼び掛けに応じて市民らが多数集まり、「東電は責任を取れ」とシュプレヒコールを上げた。

「原発に頼らない社会を」　首相官邸周辺に６千人
朝日新聞デジタル2016年3月11日22時55分
【動画】関西電力本店周辺で原発の再稼働反対を訴える市民ら＝加藤諒撮影

関西電力本店前で原発再稼働に反対してデモをする人々＝１１日午後、大阪市北区、加藤諒撮影


　東日本大震災から５年の１１日夜、脱原発を求める集会が首相官邸周辺であった。市民ら約６千人（主催者発表）が「再稼働反対」「事故は終わっていない」と訴えた。
　原発事故後、毎週金曜夜に首相官邸前で抗議行動を続ける市民団体「首都圏反原発連合」が主催し、デモはこの日で１８７回目。祖父母が福島県に住む津田塾大２年の溝井萌子さん（２０）は「原発に頼らない社会をつくるために声を上げ続けたい」と話した。
　小泉純一郎元首相は同夜、都内であったドキュメンタリー映画「日本と原発　４年後」の上映会であいさつに立ち、「将来原発ゼロで日本経済が発展していけるよう、粘り強く脱原発運動を続けて欲しい。国民の声が政治を変える」と語った。
　大阪では午後６時すぎ、関西電力本店周辺に原発再稼働に反対する市民ら約２００人が集まり「すべての原発、いますぐ廃炉」などと声をあげた。
　大津地裁が関西電力高浜原発３、４号機の運転を差し止める仮処分決定を９日に出したばかり。大阪府高石市の病院職員、阪口政雄さん（４７）は「関電は仮処分決定に異議申し立てをしないでもらいたい。人間が原発を扱うのは無理だ」と話した。
金曜日抗議 　官邸や国会前で「再稼働反対」６０００人
毎日新聞2016年3月11日　21時11分（最終更新　3月11日　21時52分）
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原発再稼働に反対し抗議の声を上げる前に、黙とうをする人たち＝首相官邸前で２０１６年３月１１日午後６時、竹内紀臣撮影
　東京・永田町の首相官邸や国会前では、脱原発を訴える集会があり、市民らが「再稼働反対」「福島守れ」と訴えた。毎週金曜日に抗議を行う「首都圏反原発連合」が呼び掛けた。参加者は主催者発表で約６０００人。 
　国会前で、精神科医の香山リカさんは「全国の原発再稼働を止めるため、一緒に声を上げ続けていきたい」と訴えた。学生団体「シールズ」の諏訪原健さんも「人々の命や暮らしをないがしろにするような発電の方式に頼って生きたくない。原発に頼って生きていく必要はない」と声を上げた。集会に参加した東京都豊島区の無職、鈴木昭さん（６６）は「福島の事故を教訓に、自然エネルギーにしていくべきだ」と話した。【樋岡徹也】 
原発全廃へ思い新たと
東京新聞　2016年3月12日 朝刊
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脱原発を求め金曜日に首相官邸前などに集まる人々の声を紹介しています。声の記録は東京新聞ホームページで読むことができます。

　原発に反対する官邸前デモが十一日、東京・永田町であった。東日本大震災から五年の節目に合わせ、この日は国会前のステージに著名人や野党の国会議員らが駆けつけ、集まった六千人（主催者発表）とともに原発の全廃を訴えた＝写真。

　デモは首都圏反原発連合が主催。震災から一年後の二〇一二年三月に始まり、この日で百八十七回目となった。

　東京都町田市の無職照井朝子さん（６３）は「五年前、絶対安全だと言われていた原発が水素爆発し、ショックを受けた。事故があったのに一貫して再稼働を進めようとする安倍政権への怒りから、来ずにはいられなかった」と強調した。
しんぶん赤旗2016年3月12日(土)

原発なくすまで声あげる　官邸前行動 ５野党代表が参加　志位委員長スピーチ
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（写真）原発再稼働反対、原発をゼロにと抗議行動する人たち。スピーチするのは志位和夫委員長＝１１日、国会正門前


　東京電力福島第１原発事故から５年の１１日夜、首都圏反原発連合（反原連）は、１８７回目の首相官邸前抗議行動を行いました。主催者あいさつでミサオ・レッドウルフさんは、大津地裁が高浜原発運転停止の決定をしたことにふれ、「この決定は、大きな希望です。政府の政策を転換させ、原発をなくすまで、声をあげ続けます」と訴えました。

　この日は、共産、民主、維新、生活、社民の５野党代表が訴えました。共産党の志位和夫委員長は、４年にわたる官邸前のたたかいが全国各地に広がり、国民世論を大きく変えたとのべ、「野党共闘を必ず成功させて、選挙に勝ち、安倍政権を倒そう。力を合わせて再稼働をとめ、原発ゼロの日本をつくろう」と呼びかけました。
　福島の被災者や著名人がスピーチしました。

　「いわき放射能市民測定室たらちね」事務局長の鈴木薫さんは「みなさんが声をあげていることは大きな激励です」と発言。精神科医の香山リカさんは「原発事故は人の一生をめちゃくちゃにしてしまう。立場を超えて、原発を止めるために声をあげていこう」と語りました。上智大学教授の中野晃一さんは「金曜の抗議行動を続けてきたみなさんが声をあげる通路をつくってくれた。これからも一緒に声をあげていきましょう」と話しました。

　厳しい冷え込みのなか、官邸前と国会正門前でおこなわれた抗議行動には６０００人（主催者発表）が参加しました。

しんぶん赤旗２０１６年3月12日(土)

再稼働反対 官邸前抗議行動　志位委員長のスピーチ

　１１日に開かれた原発再稼働反対の首相官邸前抗議行動で日本共産党の志位和夫委員長が行ったスピーチは次の通りです。



　みなさん、こんばんは（「こんばんは」の声）。共産党の志位和夫です。

　大震災と原発事故から５年という節目の日にあたって、私は、犠牲になられた方々に哀悼の意を表するとともに、被災者のみなさんにお見舞いを申し上げます。

すべての被害者の生活再建まで、 国と東電は等しく支援せよ

　私は、今月の６日に、福島県二本松市に伺い、福島復興と原発ゼロをめざすシンポジウムに参加する機会がありましたが、楢葉（ならは）町で障害者施設長をされている女性の訴えに、胸がつぶれる思いでした。

　「海あり、川あり、山ありの自然豊かな楢葉町。原発事故は、その日常生活のすべてを断ち切り、生きがいも、つながりも奪いました。それなのに政府、東電は福島第２原発廃炉も決めず、再稼働を進める。許せません。楢葉町の現実を見てください。必死で生きる私たちを忘れないでください」

　原発再稼働のために、除染と賠償の打ち切りなど、原発事故を「終わったもの」とする安倍政権の姿勢は許せません（「そうだ」の声）。すべての被害者が生活と生業（なりわい）を再建できるまで、国と東京電力が責任をもって等しく支援せよ――このことを強く求めていこうではありませんか。（「そうだ」の声、拍手）

たたかいは全国各地に広がり、 国民世論を大きく変えた

　２０１２年３月に始まった首相官邸前の抗議行動は、今日で１８７回と聞きました。雨の日も風の日も、粘り強く行動を続けてきた首都圏反原発連合のみなさんの頑張りに、心からの敬意を申し上げたいと思います。（拍手、口笛）

　このたたかいは全国各地に広がり、国民世論を大きく変えました。

　どの世論調査でも、再稼働反対は５～６割です。「原発安全神話」は国民のなかでは完全に崩壊したのではないでしょうか。（「そうだ」の声、拍手）

　たたかいの力が、再稼働への圧力となり、２０１３年から１５年にかけて２年にわたって「稼働原発ゼロ」となりました。日本社会は原発なしでもやっていけることが、すっかり明らかになったではないでしょうか。（「そうだ」の声）

　９日、大津地裁は、高浜原発停止を命じた仮処分を決定しました。福島原発事故の原因究明が今なお道半ばのもとで、新規制基準に適合したからといって安全とはいえない。こう裁判所は断じました。国民世論が大きく変化するなかで、司法の良識が働きました。安倍政権はこの決定を重く受け止め、全国の原発の再稼働を中止せよ――この声を突き付けようではありませんか。（「そうだ」の声、拍手）

野党共闘を成功させ、 選挙に勝ち、 安倍政権を倒そう

　４年前、官邸前で始まった抗議運動は、一人ひとりの国民が、主権者として、主体的・自発的に声をあげ、立ち上がる、戦後かつてない市民運動となって、さまざまな分野で豊かに発展しています。

　昨年から今年にかけて安保法制＝戦争法に反対するたたかいが、空前の規模で広がりました。そのたたかいの中から「野党は共闘」という声が広がり、その声に背中を押されて、２月１９日、５野党党首会談で、安保法制廃止を共通の目標に、国政選挙で選挙協力を行うという画期的な合意が交わされました。

　野党共闘を必ず成功させて、選挙に勝ち、安倍政権を倒そうではありませんか（「そうだ」の声、拍手）。力合わせて再稼働を止め、「原発ゼロの日本」をつくろうではありませんか。日本の政治に立憲主義、民主主義、平和主義を取り戻そうではありませんか。（「そうだ」の声、大きな拍手）

しんぶん赤旗2016年3月12日(土)

戦争法も増税も許さぬ　重税反対行動 全国５６０カ所

　「いのち・暮らし、平和を守るため、戦争法を廃止し、消費税増税中止、重税反対、民主的税制・税務行政の実現へ全国民が声を上げよう」をスローガンに、第４７回重税反対全国統一行動（同実行委員会主催）が１１日、全国５６０カ所でとりくまれました。安倍政権が来年４月からの消費税１０％増税とまやかしの軽減税率導入をねらうもとで、増税反対などを掲げ、中小業者、労働者、農漁民、女性ら約１２万人が集会、デモ、税務署への集団申告など多彩な行動をくり広げました。
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（写真）「消費税増税反対」と声を上げるデモ行進参加者＝11日、東京都立川市


“安倍政権は退場だ”

国会内　中央各界代表者集会

　第４７回重税反対全国統一行動中央実行委員会は、衆院第２議員会館で、消費税増税中止、民主的な税制と税務行政の実現を求めて、中央各界代表者集会を開きました。

　主催者あいさつした全国商工団体連合会（全商連）の国分稔会長は、統一行動は国民生活にかかわるあらゆる運動に連帯し、安倍政権の暴走にストップをかける一大決起の場だと強調しました。

　国分氏は、国会で審議されている消費税の「軽減税率」の真の姿が税率８％据え置きだと指摘。インボイス（適格請求書）を導入すれば５００万の免税業者が取引から排除され、倒産に追いやられ、地域経済が衰退してしまう恐れがあるとのべました。「７月の参院選で安倍政権を退場に追い込もう」と訴えました。

　参加者から、「増税なんてとんでもないという声が国民からわき起こっている。攻めどきの情勢だ」（消費税をなくす全国の会）、「生協には低賃金で働くパート労働者がたくさんいて、将来不安の声を上げている。増税ストップのために頑張りたい」（生協労連）などの発言がありました。

　群馬大学の山田博文名誉教授が記念講演。日本共産党の宮本岳志衆院議員が連帯あいさつしました。集会に先立って総務省、財務省、国税庁への要請がおこなわれました。

「跳ね返そう」　共産・志位氏、自民の批判ビラに反発
朝日新聞デジタル2016年3月11日15時28分
　共産党の志位和夫委員長は１０日の記者会見で、野党５党が進める統一候補擁立を批判する自民党のビラについて「脅威に感じ始めたという表れだ」と反発した。
　自民のビラは「『理念なき民主党』と『革命勢力・共産党』の打算と思惑の産物」などとしている。志位氏は「安保法制を廃止し、立憲主義を回復するという大義のもとに結集している」と反論。党内保守派の動揺を心配している民主に対しては「我々に大義があるのだから、堂々と跳ね返そうと言いたい」と述べた。
産経新聞2016.3.11 21:59更新 
共産・小池氏　野党５党合意を盾に次期衆院選の選挙区も協力　否定的な民主党牽制
　共産党の小池晃政策委員長は１１日の記者会見で、民主党幹部が次期衆院選の選挙区での協力に否定的な考えを示していることについて「（野党）５党首は国政選挙の協力を確認している。どう解釈しても、誰が読んでも、選挙区は入らないとはなっていない。党首合意を否定することはできない」と牽制した。
「家族への手紙」作成を訓示＝陸自北部方面隊で－政府答弁書
　政府は１１日の閣議で、２０１０年７月以降に陸上自衛隊北部方面隊で、千葉徳次郎方面総監（当時）が部下に対し、任務への準備として「家族への手紙」を作成し、ロッカー内に保存するよう訓示していたとする答弁書を決定した。社民党の照屋寛徳氏の質問主意書に答えた。
　照屋氏は質問主意書の中で、訓示について「遺書の作成要求」だと指摘した。これに関し、防衛省人事教育局は、「一部の隊員が任意で手紙を作成していたのは事実だ。遺書かどうかは、定義が不明確なので答えられない」としている。（時事通信2016/03/11-14:24）2016/03/11-14:24
ODA、南シナ海安保で支援強化　15年版白書

共同通信2016/3/11 09:46

　岸田文雄外相は11日の閣議で、日本の政府開発援助（ODA）の実績や方針をまとめた外務省の2015年版「開発協力白書」を報告した。シーレーン（海上交通路）の安全保障確保に向け、南シナ海の沿岸にある東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟国への支援を強化する姿勢を打ち出した。

　中国が南シナ海で人工島造成計画を進めていることが背景にある。

　白書は、シーレーンの要衝となる南シナ海沿岸国を含むアジア地域で「普遍的価値に基づく秩序の形成」を目指し、インフラ整備や海上安保の強化のため「ODAで支援する」と明記している。

「トモダチ作戦 誇りに思う」在日米軍が声明
NHK3月11日 23時38分
東日本大震災から５年の１１日、被災地での大規模な支援活動「トモダチ作戦」を行った在日アメリカ軍の司令官が、「日本国民の努力に寄り添うことができ、誇りに思う」とする声明を発表しました。
「トモダチ作戦」は、アメリカ軍の過去最大規模の災害支援活動で、兵士およそ２万人や原子力空母「ロナルド・レーガン」など２０隻ほどの艦艇が参加して、東日本大震災で被災した人たちを支援しました。
　震災から５年の１１日、在日アメリカ軍のジョン・ドーラン司令官はインターネット上に声明を発表し、「世界は、日本国民が震災の直後から続けている勇気、強さ、そして忍耐力をずっと忘れません」として、震災後の日本の歩みをたたえました。
　そして、「日本の民間機関、自衛隊、国民の努力に寄り添うことができたことを誇りに思います。前例のないアメリカと日本の復興支援作戦は、友情の精神の下、行われました」として、「トモダチ作戦」を振り返りました。最後に、「日本とアメリカはきょう、厳粛な責務を共有し、これからも維持していきます」として同盟関係を強調しました。 
日韓合意に疑問＝償い判断は元慰安婦－人権弁務官
　【ベルリン時事】ザイド・フセイン国連人権高等弁務官は１０日、国連人権理事会で世界各国の人権状況の年次報告を行い、慰安婦問題に関する昨年１２月の日韓合意について、さまざまな国連人権組織だけでなく、元慰安婦からも「疑問が投げ掛けられている」と述べ、内容は不十分との見方を示した。
　高等弁務官は元慰安婦を「第２次大戦中の日本軍による性奴隷制度を生き抜いた女性ら」と表現。当局が元慰安婦に手を差し伸べることが重要で、「最終的に彼女たちだけが真の償いを受けたかどうかを判断できる」と指摘した。
　女性差別や賠償を扱う国連特別報告者らのグループは１１日声明を出し、「被害者の望みが満たされず、傷が癒えないままであるうちは、この問題が解決されたとは見なされないことを日韓両政府は理解すべきだ」と強調。慰安婦問題の少女像については、歴史を刻んでいるだけでなく、「生存者が長らく正義を求めてきた」ことの象徴だとして撤去の可能性に懸念を示した。（時事通信2016/03/11-22:53）
国連人権弁務官「元慰安婦と意思疎通を」　日韓合意
朝日新聞デジタルジュネーブ＝松尾一郎2016年3月11日10時40分
　慰安婦問題に関する日韓両政府の合意について、ザイド国連人権高等弁務官は１０日、「当局が勇気があり、堂々とした女性たち（元慰安婦たち）と意思疎通するのが重要だ」と述べ、両政府が元慰安婦本人らにさらに寄り添い、理解を得るように促した。国連人権理事会での、世界各地の人権状況に関する年次報告の中で触れた。
　ザイド氏はまた、元慰安婦を「日本軍による性奴隷制度を生き延びた女性たち」と表現。「（合意に基づいた）真の賠償を受けたかどうかの判断は彼女たち（元慰安婦たち）だけができる」とも指摘した。
　これに対し、在ジュネーブ日本政府代表部の嘉治美佐子大使は、日韓合意は元慰安婦の「名誉を回復し、傷を癒やすためのものだ」としたうえで、「性奴隷制度との用語は事実に基づかない。日本は歴史や事実を否定したことはない」などと反論した。
　韓国政府の代表は「戦時性暴力の犠牲者たちへの配慮に感謝したい」と発言。合意の実行に向け、慰安婦や支援団体の声を反映する努力を続けるとした。（ジュネーブ＝松尾一郎）
日韓合意、国連演説で批判…人権高等弁務官

読売新聞2016年03月11日 07時36分

　【ジュネーブ＝笹沢教一】国連のザイド・フセイン人権高等弁務官は１０日、スイス・ジュネーブで開かれている国連人権理事会で、慰安婦について、「先の大戦で日本軍による性奴隷制度を生き延びた人々」との表現で言及した。

　国連では同理事会とは別に、女子差別撤廃委員会で２月１６日、杉山晋輔外務審議官が軍による強制連行は「確認できなかった」と否定する演説を行ったが、国連内で日本の主張が浸透していないことが明らかになった形だ。

　フセイン氏は同理事会の年次報告として演説した。「最終的かつ不可逆的に解決する」とした日韓合意について、「国連の人権関係者はもとより、元慰安婦自身からも疑問が投げかけられたのは重大。結局、真の償いを受けたかどうかは彼女たちだけが決められる」と述べた。

産経新聞2016.3.11 20:29更新 
【慰安婦問題】国連人権高等弁務官の「性奴隷」発言に日本側反論
　国連のザイド国連人権高等弁務官は１０日、ジュネーブの国連欧州本部で開かれている人権理事会で、慰安婦を「先の大戦で日本軍による性奴隷制を生き延びた女性」と表現した。国連では２月１６日の女子差別撤廃委員会で杉山晋輔外務審議官が、慰安婦の軍による強制連行説は確認できなかったことなど事実関係の説明を行ったばかりだった。
　ザイド氏は人権理事会の年次報告で慰安婦問題に言及した。この発言に対し、在ジュネーブ日本政府代表部の嘉治美佐子大使は「性奴隷制度との用語は事実に基づかない」と反論した。
　ザイド氏はこのほか、昨年末の日韓合意について「国連の人権関係機関からだけでなく、元慰安婦自身からも疑義が呈されている」と指摘。その上で「関係当局が勇敢で威厳をもった女性たちに直接手を差し伸べることが重要であり、結局、真の償いを受けたかどうかの判断は彼女たちだけができる」と述べた。
国連弁務官の発言批判＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は１１日午後の記者会見で、ザイド・フセイン国連人権高等弁務官が慰安婦問題に関する日韓合意に疑問を投げ掛けたことに対し、「国際社会の受け止め方と大きく懸け離れ、極めて遺憾だ」と批判した。その上で、「日韓の間で不可逆的かつ最終的に解決されたものだと強く抗議したい」と語った。（2016/03/11-17:45）
佐々木調査会座長、アダムズ式「必ず実現を」＝大島衆院議長、週明け自民と調整
　大島理森衆院議長は１１日、自身の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」座長を務めた佐々木毅・元東大学長と議長公邸で会談した。佐々木氏は「答申が必ず実現できるように厳しく見守っていく」と述べ、都道府県の定数配分で人口比をより反映させる「アダムズ方式」導入を改めて要請。大島氏は「自民党がどうまとめるかにかかっている」と指摘し、１４日に同党の谷垣禎一幹事長らと会って前向きな対応を促す意向を示した。
　同方式の導入時期は各党で対応が分かれ、今後の焦点となっている。これについて佐々木氏は会談後、記者団に「（答申に）スケジュールは何も書いていない。政治の扱いになる」と述べ、議長と各党の調整に委ねる考えを示した。　
　諮問機関の答申は「１票の格差」是正に向け、各都道府県にあらかじめ１議席を割り振る「１人別枠方式」に代えてアダムズ方式を提案。民主党や公明党は速やかな導入を主張している。安倍晋三首相（自民党総裁）は２０２０年の国勢調査を踏まえて採用すると表明したが、自民党内には反対論も強く、党として結論を出していない。
　会談には自民党の伊吹文明元衆院議長、河村建夫衆院議院運営委員長も同席した。（時事通信2016/03/11-20:21）
アダムズ方式、２０２０年国勢調査で…自公調整

読売新聞2016年03月11日 08時53分

　自民、公明両党は、衆院選挙制度改革の焦点である定数配分ルール「アダムズ方式」について、２０２０年国勢調査（国調）に基づいて導入する方向で調整に入った。

　公明党は１５年国調を基に直ちに実施すべきだとの立場だが、「議長裁定案」の提示など大島衆院議長の関与を条件に、自民党が主張する２０年国調に基づく導入を容認するものだ。

　公明党は最高裁が求める「１票の格差」是正のための早期抜本改革を重視し、自民党案では不十分だとしていた。しかし、与野党の合意が難しい中、今国会での公職選挙法などの改正案の成立を優先させることになった。

　ただ、大島氏は、自民党と他党の意見の隔たりが大きい現状での裁定案の提示には慎重姿勢を示している。公明党は議長の関与を強く求めており、議長主導による合意形成が頓挫した場合は、自公協議も停滞する可能性もある。

衆院選挙制度 　座長「アダムズ方式導入時期は政治判断」
毎日新聞2016年3月11日　20時44分（最終更新　3月11日　20時44分）
　大島理森衆院議長は１１日、議長公邸で議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の座長を務めた佐々木毅元東京大学長と会談した。調査会の答申は各都道府県への議席配分に現行制度よりも人口比を反映する「アダムズ方式」の導入を要請した。会談で佐々木氏は「最も適当と判断した。どのような扱いをされるか注視していきたい」と強調。そのうえで「導入する時期については政治の裁量だ」と述べ、アダムズ方式の導入時期については、政治判断との見解を示した。これに対し大島氏は「自民党がどうまとめるかにかかっている」と応じた。 
　安倍晋三首相（党総裁）は２０２０年の国勢調査に基づきアダムズ方式を導入する意向だ。大島氏は１４日に自民党の谷垣禎一幹事長と会談。これを受け、谷垣氏は、２０年調査に基づくアダムズ方式導入で党内の意見集約を図る。【水脇友輔】 
アダムズ方式導入明確に 衆院議長が自民に要請へ
NHK3月12日 6時18分
衆議院の選挙制度の見直しを巡って、大島衆議院議長は週明けの１４日、自民党の谷垣幹事長と会談し、「アダムズ方式」と呼ばれる、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を導入する方針を、党として明確にするよう求めることにしています。
衆議院の選挙制度の見直しでは、有識者調査会の答申に盛り込まれた「アダムズ方式」と呼ばれる、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式の扱いを巡って、速やかな導入を主張する民主党や公明党などと、今回の見直しでは導入しないと主張している自民党との間で意見が分かれています。
　こうしたなか、大島衆議院議長は１１日、有識者調査会の佐々木毅座長と会談し、佐々木氏が「『アダムズ方式』が最も適切であると判断しており、どういう扱いをされるのか、目をこらして見ていきたい」と「アダムズ方式」の導入を求めたのに対し、「自民党がどうまとめるかにかかっている」と述べました。
　大島議長は、できるだけ幅広い合意を得て、今の国会で法改正を実現したいとして、週明けの１４日、自民党の谷垣幹事長と改めて会談することにしていて、「アダムズ方式」を導入する方針を、党として明確にするよう求めることにしています。
　大島議長は安倍総理大臣が４年後の次の大規模国勢調査を受けて、「アダムズ方式」を導入すべきだという考えを示していることを踏まえ、各党間で導入時期の調整を図り、一致点を模索したい考えです。 
衆院選挙制度改革でアダムズ方式を 有識者調査会
NHK3月11日 16時32分
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衆議院の選挙制度の見直しに関する答申をまとめた有識者調査会の佐々木毅座長は大島衆議院議長と会談し、「答申が必ず実現されるよう厳しく見守りたい」と述べ、アダムズ方式と呼ばれる都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式の導入を求めました。
大島衆議院議長は１１日、議長公邸で衆議院の選挙制度の見直しに関する答申をまとめた有識者調査会の佐々木毅座長らと会談しました。
　この中で大島議長は、調査会の答申に盛り込まれたアダムズ方式と呼ばれる、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式の導入について、おおむね各党が賛成していることを伝えたうえで、「自民党がどうまとめるかにかかっている」と述べました。
　これに対して、佐々木氏は「答申が必ず実現されるよう厳しく見守りたい。調査会としてはアダムズ方式が最も適切であると判断しており、どういう扱いをされるのか、特に目を凝らして見ていきたい」と述べ、アダムズ方式の導入を求めました。
　会談のあと佐々木氏は記者団に対し、「大島議長をはじめ関係者の努力を、ひたすらお願いしている。アダムズ方式を導入するスケジュールは、答申には何も書いていないので、政治の扱いになる。われわれは答申が実現されるかどうかが最大の関心事だ」と述べました。
首相、待機児童ゼロ「必ず実現」　「保健所」と誤読も

共同通信2016/3/11 12:41

　安倍晋三首相は11日の参院本会議で、塩崎恭久厚生労働相が受け取った保育の充実を求める署名を読んだとした上で「働くお母さんたちの気持ちを受け止め、待機児童ゼロを必ず実現させる決意だ」と述べた。ただ「保育所」と答弁すべきところを「保健所」と誤読。首相は「保育所」と言い直したものの、議場が騒然となった。

　首相は「子どもが生まれたのに保育所に預けられない、仕事を続けられないとの大変切実な思いが伝わった」と説明。「待機児童の数は地域によって差がある。特に集中している地域と連携し、対応策を検討する」とも語った。共産党の吉良佳子氏への答弁。

首相、「保育所」を「保健所」と読み間違え　議場騒然
朝日新聞デジタル2016年3月11日20時17分
　１１日の参院本会議で、安倍晋三首相が待機児童問題について答弁した際、「子どもが生まれたのに保育所に預けられない」とする部分を「保健所に」と読み間違え、議場が騒然となる場面があった。首相は間違いに気付き、すぐ訂正した。
　「保育園落ちた日本死ね！！！」という匿名のブログをきっかけに待機児童対策への不満が高まっているさなかだけに、野党からは「（不満に）耳を傾けるのであれば保育所を保健所と間違えない」（共産党の小池晃政策委員長）、「保健所となるとニュアンスが少し違ってくるので、やや感じが悪い」（民主党の加藤敏幸参院国対委員長）などの批判が出た。
首相、保育所を「保健所」…野党「感じが悪い」

読売新聞2016年03月11日 17時48分

　１１日の参院本会議で、安倍首相が保育所と言うべきところを「保健所」と言い間違え、その場で慌てて訂正する場面があった。

　「保育所落ちた」のブログが議論になっているだけに、与党から「タイミングが悪い」との声が出ている。

　首相は、待機児童を抱える母親らが９日に提出した署名を「拝見した」と明らかにしたうえで、「子どもが生まれたのに、『保健所』に預けられない、仕事を続けられない（という大変な苦労）」と発言。訂正後も、議場ではしばらくの間、ヤジが収まらなかった。

　野党からは「感じが悪い。それはないだろうの一言だ」（加藤敏幸・民主党参院国会対策委員長）、「苦労している人の声に耳を傾けたことがあれば、言い間違えることはない」（小池晃・共産党副委員長）などの批判が出た。

産経新聞2016.3.11 16:40更新 
安倍首相、「保健所」誤読で議場騒然　「子供の苦労ないから…」と共産委員長
　安倍晋三首相は１１日午前の参院本会議で、待機児童の解消に関し「保育所」と答弁すべきところを「保健所」と誤読した。首相は「保育所」と言い直したものの議場が騒然となった。共産党の吉良佳子氏の質問への答弁。
　これに対し、共産党の小池晃政策委員長は１１日の記者会見で、「子供を保育所に預けた経験があり、苦労した経験がある、あるいはそういった苦労している人の声に耳を傾けたことがあれば、保育所を保健所と言い間違えることはない」と批判した。
　小池氏はこれとは別に「こういう問題で苦労していたら、あまりああいう言い間違いはしない」と語り、「耳を傾けたこと」の部分を省いて首相を重ねて批判した。首相には子供がいない。
　小池氏は首相の誤読について「お疲れなのかなあという感じを受けたが、疲れたで済まされる話ではない」と強調。「（待機児童問題について）本当に真剣に向き合う姿勢なのかなという感じがする」と述べた。同時に「言い間違いだということですぐに訂正したので、これ以上責任を追及することはない。首相にはきちんと答弁していただきたい」と注文を付けた。
産経新聞2016.3.11 16:38更新 
維新・小野政調会長が安倍首相の「保健所」誤読批判　「危機感欠落している」
　維新の党の小野次郎政調会長は１１日の記者会見で、安倍晋三首相が同日の参院本会議で待機児童の解消に関し「保育所」と答弁すべきところを「保健所」と誤読したことを批判した。「基本的な問題意識や危機感が欠落しているのではないか」とした上で、「多くの国民、特に小さいお子さんをお持ちの女性の思いが政府までは届かないなという感じがした」と述べた。
産経新聞2016.3.11 16:31更新 
民主・加藤国対委員長、首相の「保健所」誤読に不快感PR
　民主党の加藤敏幸参院国対委員長は１１日の記者会見で、安倍晋三首相が同日の参院本会議で待機児童の解消に関し「保育所」と答弁すべきところを「保健所」と誤読したことに不快感を示した。「同じ政治家として間違ってほしくない」と指摘した上で「『保健所』となると、ニュアンスが違ってくるので感じが悪い」と述べた。
野党経済批判 　「アベノミクス不況になりつつある」
毎日新聞2016年3月11日　20時05分（最終更新　3月11日　22時04分）
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共産の小池晃政策委員長＝藤井太郎撮影
　野党は夏の参院選を控え、安倍晋三首相の経済政策、アベノミクスへの批判を強めている。個人消費の低迷などを背景に国民の「アベノミクス離れ」が進んでいるとみて、経済政策で正面対決し、自民１強にくさびを打ちこみたい考えだ。 
　「３年たっても、一種の麻薬みたいな異次元金融緩和などの当面の対策に過度に依存し続けている。非常にリスクがある」。民主の岡田克也代表は１１日の記者会見で、厳しく批判した。共産の小池晃政策委員長も同日、「（２０１４年の）消費増税が個人消費の落ち込みの引き金となり、一部の富裕層に富が集中するアベノミクスでさらに打撃を与えた。アベノミクス不況になりつつある」と指摘した。 
　自民党はこれまで、好景気に支えられて１４年衆院選や１５年統一地方選などで連勝してきた。だが、消費の冷え込みや株安などを受け、報道各社の世論調査でもアベノミクスへの評価は下がっている。野党側は潮目が変わったとみて参院選でも経済政策を争点に掲げる構えだ。【田所柳子】 
週刊誌報道で稲田氏が敗訴　在特会との関係指摘

共同通信2016/3/11 17:48
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自民党の稲田朋美政調会長
　「在日特権を許さない市民の会（在特会）」と近い関係にあると報じた週刊誌「サンデー毎日」の記事で名誉を傷つけられたとして、自民党の稲田朋美政調会長が当時の発行元の毎日新聞社に550万円の損害賠償を求めた訴訟で、大阪地裁（小池明善裁判長）は11日、請求を棄却した。

　判決によると、問題となったのは2014年10月5日号の「安倍（晋三首相）とシンパ議員が紡ぐ極右在特会との蜜月」と題した記事。稲田氏に関し、資金管理団体が10～12年に在特会幹部と共に活動する8人から計約21万円の寄付を受けたとして「在特会との近い距離が際立つ」と報じた。

稲田朋美氏の請求棄却　「在特会と蜜月」の週刊誌報道
朝日新聞デジタル阿部峻介　2016年3月11日18時56分
　「在日特権を許さない市民の会」（在特会）と近い関係にあるかのような記事で名誉を傷つけられたとして、稲田朋美・自民党政調会長（５７）が週刊誌「サンデー毎日」の発行元だった毎日新聞社に慰謝料など５５０万円と謝罪記事の掲載を求めた訴訟の判決が１１日、大阪地裁であった。小池明善裁判長は「論評の域を逸脱しない」と判断し、稲田氏の請求を棄却した。
　同誌は２０１４年１０月５日号で「安倍とシンパ議員が紡ぐ極右在特会との蜜月」と題する記事を掲載。稲田氏の資金管理団体に献金した人の中に在特会幹部とともに活動する人が８人いると指摘し、「在特会との近い距離が際立つ」などと書いた。判決は、この内容は真実で公益性もあると認定した。表現も真実にもとづく論評であり、稲田氏への攻撃を意図したものと読み取ることはできない、と述べた。（阿部峻介）
「在特会巡る記事で名誉毀損」稲田氏の請求棄却

読売新聞2016年03月11日 20時40分

　自民党政調会長の稲田朋美衆院議員の資金管理団体が「在日特権を許さない市民の会（在特会）」の関係者から寄付を受けたとする週刊誌「サンデー毎日」の記事で名誉を傷付けられたとして、稲田氏が当時の発行元の毎日新聞社に５５０万円の損害賠償などを求めた訴訟の判決で、大阪地裁は１１日、稲田氏の請求を棄却した。

　小池明善裁判長は「記事には真実性の証明がある。公益を図る目的で、公共の利害にもかかわり、違法ではない」と述べた。

　判決によると、同誌は２０１４年１０月５日号で、稲田氏の資金管理団体が、民族差別的なヘイトスピーチ（憎悪表現）が問題視される在特会の関係者８人から計約２１万円の寄付を受けたなどとする記事を掲載した。

サンデー毎日損害賠償 　在特会関連記事で稲田氏の請求棄却
毎日新聞2016年3月11日　19時20分（最終更新　3月11日　19時20分）
　サンデー毎日の記事で名誉を傷つけられたとして、自民党の稲田朋美政調会長が発行元だった毎日新聞社に５５０万円の損害賠償などを求めた訴訟の判決で、大阪地裁は１１日、稲田氏の請求を棄却した。小池明善裁判長は「記事は公益目的で、真実性の証明がある」などと判断した。 
　記事は２０１４年１０月５日号に掲載された。稲田氏の資金管理団体が１０〜１２年、「在日特権を許さない市民の会」（在特会）の関係者８人から寄付を受けたとし、「在特会との近い距離が際立つ」とした。稲田氏は「ヘイトスピーチ活動をする在特会を支持しているとの印象を与える」と主張していた。 
　判決は「８人が在特会の幹部とともに活動していることや、寄付を受けたことは真実」と指摘。「記事は事実を踏まえた評価で、違法性は認められない」と結論付けた。【三上健太郎】 
毎日新聞社社長室広報担当の話 
　当社の主張が認められた妥当な判決だと考えます。 
「理念捨て…」　自民・高村氏、民維合流を皮肉る川柳
朝日新聞デジタル2016年3月11日15時58分
　「理念捨て　名前捨てさせ　里帰り」。自民党の高村正彦副総裁は１１日午前の党会合で、民主党と維新の党の合流後の新しい党名選びを皮肉る川柳を披露した。維新は、党名から「民主」を抜き、「民進党」としたうえでの合流を目指している。
　民主、維新両党は１０日、新党名の最終候補として民主提案の「立憲民主党」、維新提案の「民進党」の２案に絞り、最終的に世論調査で決めるとしている。
　高村氏は民主が提案する「立憲民主党」については、「集団的自衛権と名前が付きさえすれば、十把一絡げに憲法違反だという運動を共産党とともに進めたい（民主代表の）岡田（克也）さんの運動方針にそった名前だが、本来の意味からいえば、鳩山一郎さんのような自主憲法制定をという人が率いる党にふさわしい名前だ」と指摘。そのうえで「世論調査で最終的に決めるのは『ザ・ポピュリズム』、選挙互助会にふさわしい決め方だ」と批判した。
民主維新新党名 　自民副総裁「決め方ザ・ポピュリズム」
毎日新聞2016年3月11日　18時22分（最終更新　3月11日　18時56分）
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自民党の高村正彦副総裁＝望月亮一撮影
　自民党の高村正彦副総裁は１１日の党役員連絡会で、民主、維新両党が合流後の新党名を世論調査で決めることについて「ザ・ポピュリズム（大衆迎合主義）というか、選挙互助会にふさわしい決め方だ」とやゆした。 
　新党名候補の「立憲民主党」に関しては「集団的自衛権（の行使容認）は憲法違反と主張する運動を共産党と進めたい岡田克也民主党代表の路線に沿った名前」と指摘。もう一つの候補の「民進党」についても、「『民主』の名前がなくなることは松野頼久維新の党代表の『理念捨て、名前捨てさせ、里帰り』という思惑にピッタリだ」と冷やかした。 
　松野氏は２０１２年に当時の日本維新の会に加わり、民主党を除名された経緯がある。 
自民党 　１３日党大会　経済で揺れる衆院解散判断
毎日新聞2016年3月11日　20時55分（最終更新　3月11日　20時55分）
　自民党は１３日、東京都内のホテルで第８３回党大会を開き、夏の参院選に向けた準備を本格化させる。安倍晋三首相は衆参同日選も視野に入れるが、経済には陰りも見え始め、内閣支持率も低下傾向にある。衆院解散に踏み切れるかどうか、経済情勢の行方をにらみながらの判断になりそうだ。 
　首相は来年４月予定の消費税１０％引き上げ延期の条件としてリーマン・ショックや大震災のような「重大な事態」を挙げている。ただ、「重大な事態」については首相は９日の参院本会議で、「そのときの政治判断」と強調し、「先送りカード」を残した。このため、増税の先送りを理由に衆院を解散するのではとの見方はくすぶっている。 
　「日本経済のファンダメンタルズ（基礎的条件）は良好だ」。首相は、こう繰り返している。しかし、年明けから中国経済の減速などを背景に円高・株安傾向となり、２０１５年１０〜１２月期の国内総生産（ＧＤＰ）は２四半期ぶりにマイナス成長に陥った。これに合わせるかのように、５、６日に実施した毎日新聞の世論調査では内閣支持率が４２％と前回調査（１月）から９ポイント減少。「経済がダメになると国民全員がそっぽを向いてしまう」（参院幹部）との危機感も漂う。 
　今後、春闘で賃上げの動きが鈍くなったり、４月１日の日銀短観や５月１８日の１〜３月期ＧＤＰ速報値で悪化が確認されたりすれば政権への風向きは強くなる。５月２６〜２７日の主要７カ国（Ｇ７）首脳会議（伊勢志摩サミット）や、サミットに向け１６日から始まる有識者を交えた「国際金融経済分析会合」で、中国の景気減速など世界経済のリスクが確認されれば、参院選に向けたテコ入れのため、首相は補正予算の編成を指示する可能性がある。与党内からは「５兆円など大規模の補正予算を打ち出し、その効果を生かすため、参院選に加えて衆院も解散する」（自民幹部）との意見も浮上し始めた。 
　党大会では参院選の候補予定者を紹介し、必勝を誓う。参院選に向けた決起大会も兼ねており、首相は経済優先で選挙戦に臨む決意を表明する。【野原大輔】 
辺野古裁判和解：沖縄県と国、３月中に協議へ
沖縄タイムス2016年3月11日 10:01
　【東京】安慶田光男副知事は１０日、首相官邸で菅義偉官房長官と会談し、名護市辺野古の新基地建設をめぐる代執行訴訟の和解条項に基づく政府と県の協議を、３月中に始めることを決めた。１月に初開催した「政府・沖縄県協議会」の枠組みを活用する。安慶田氏は２３、２４日の開催日程を提案した。国会日程を勘案し、国側が最終判断する。 
　安倍晋三首相は１０日の政府与党連絡会議で、和解に関し「県と互いに協力して誠実に実行する」と述べる一方、辺野古移設は「唯一の選択肢である考えに変わりはない」と強調した。 




　菅氏との会談後、安慶田氏は「機会あるごとに関係者が話し合い、必要であれば『政府・沖縄県協議会』で話し合っていくことを決めた」と説明。今月末に来県を検討している中谷元・防衛相と翁長雄志知事との会談なども、一連の協議に含まれるとの認識を示した。 
　次回の協議会は、普天間飛行場の５年以内の運用停止、政府と県、宜野湾市でつくる普天間飛行場負担軽減推進会議の継続、北部訓練場の早期返還をテーマに議論することも確認した。 
　代執行訴訟は４日に和解が成立したが、政府が７日、翁長知事に対して辺野古埋め立て承認取り消しの是正を求める指示を出した。 
　安慶田氏は菅氏に「大変残念だ」との意向を伝えた。菅氏は「和解手続きに基づくもので協議と並行してやるものだ」との認識を示したという。
産経新聞2016.3.11 22:48更新 
【東日本大震災５年】共産・志位委員長が談話で「災害を改憲に利用」と首相批判
　共産党の志位和夫委員長は１１日発表の東日本大震災から５年を迎えた談話で、「災害を口実に『緊急事態条項』を設けるなど、憲法改定への動きを強めている」と指摘し、震災と憲法改正を絡めて安倍晋三首相を批判した。同時に「大災害と被災者を憲法改定という政治的野心に利用することは断じて許されない」と強調した。
　志位氏は、規制基準に適合した原発を再稼働させる政府の方針も批判した。「震災と原発事故からの復興のため、最後まで力を尽くす」とも強調した。
誓い新たに…東日本大震災５年、各地で追悼

読売新聞2016年03月11日 12時23分



東日本大震災から丸５年。「奇跡の一本松」の前で黙とうする人たち（１１日午前９時５９分、岩手県陸前高田市で）＝松本剛撮影

　未曽有の被害を出した東日本大震災は１１日、発生から５年となった。

　津波に襲われた岩手、宮城、福島３県では、被災者らが早朝から沿岸部などで手を合わせ、犠牲になった家族や友人たちの冥福を祈った。午後には、東京都千代田区の国立劇場で天皇、皇后両陛下をお迎えし、政府主催の追悼式が行われる。被災各地でも式典が開かれ、発生時刻の午後２時４６分に黙とうがささげられる。



　津波で職員ら４３人が死亡・行方不明となった宮城県南三陸町の防災対策庁舎。朝早くから遺族らが訪れ、花を手向けた。

　職員だった三浦満夫さん（当時６０歳）は、今も行方不明のまま。いとこで横浜市緑区の男性（６４）は「仕事熱心で、まじめな男だったから、最後まで庁舎にいたのだろう。残された家族や親戚を見守ってほしい」と目元をぬぐった。

　当時の町長を含む職員４０人が犠牲になった岩手県大槌町でも、旧役場庁舎前で職員による追悼式が行われた。平野公三町長は「悔しさ、寂しさ、生き残った後ろめたさを感じる。月日が流れるにつれて（震災が）少しずつ遠くになりつつあるが、力強く前へ進んでいきます」と語りかけた。

復興住宅 計画の５割　プレハブ仮設に今も５万８０００人

東京新聞　2016年3月12日 朝刊

 　１１日に東日本大震災から５年を迎えた。今も１７万人を超える人たちが避難生活を続ける中、自力での住宅再建が難しい人々が待ち望む恒久的な「災害公営住宅（復興住宅）」の建設は遅れ、最終的な建設数の５割ほどしか完成していない。海岸の防潮堤建設や産業の回復も道半ばなのに、政府は４月から「集中復興期間」を「復興・創生期間」に切り替え、復興事業費の一部地元負担も求める。　（篠ケ瀬祐司）

　完成した災害公営住宅は一月末時点で一万四千四百六十六戸。二〇一八年度末にほぼ完成させる予定の計画数（二万九千八百二十戸）の４９％にとどまる。

　復興庁の一二年十二月時点の「住まいの復興工程表」では一六年三月で岩手９０％、宮城７３％の完成を見込んでいた。福島は原発事故で全体計画が決められなかった。だが、工程表の見直しに伴い目標は下がる傾向が続いている。最新の工程表は全体で一万七千戸、県別では岩手県５９％、宮城県６２％。遅れは明らかだ。

　岩手、宮城、福島では二月末で約五万八千人がプレハブ仮設住宅で暮らす。一九九五年の阪神大震災では約五年後にプレハブ仮設住宅で暮らす人はゼロになった。今回は津波被害で、大規模な造成工事が必要なことなどが影響している。

　社会資本整備や産業の回復もこれから。復旧・復興が必要な海岸の防潮堤六百七十七カ所のうち、一月末で着工されているのは約八割、完成は約二割。当初は一四年度末で着工九割、完成三割の目標だった。

　被災三県で再開を希望する水産加工施設の８６％が業務を始めた。だが、水産庁のアンケートによると売り上げが八割以上回復した業者は岩手、宮城で約６０％、福島は２０％にとどまる。

　除染で出る汚染土などを保管する中間貯蔵施設に関しては、建設予定地の地権者の２・９％から同意を得られただけだ。

　国は復興事業費の全額負担の方針を転換し、地元が事業費の一部（１～３％程度）を原則として負担する制度も始まる。一六～二〇年度の新たな負担額は被災三県の自治体で計二百二十億円に上る見通しだ。
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しんぶん赤旗2016年3月12日(土)

東日本大震災・原発事故５年 追悼の被災地　生活取り戻したい 公的支援の継続・拡充切実

　海に向かい手を合わせ、あの日に思いをはせ、そして未来を見つめる―。東日本大震災・東京電力福島第１原発事故から５年をむかえた１１日、被災地では犠牲者を悼む姿が絶えませんでした。死者・行方不明者１万８４５５人、震災後の傷病悪化などによる震災関連死は全国で３４０７人に達しています。いまだに１７万４４７１人が避難生活を強いられています。住まいも仕事・生業（なりわい）もすべてが再建には程遠い状況。原発事故も収束の展望が見えません。被災者は、安倍政権の冷たい姿勢に怒り、公的支援の継続・拡充や賠償などを強く求めています。
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（写真）地震発生時刻、防潮堤の上で犠牲者を追悼する人たち＝１１日、岩手県宮古市（青柳克郎撮影）


　「あの日のことは忘れない」―。岩手県宮古市田老地区では１１日、高さ１０メートルの防潮堤の上から遺族ら約３００人が海に向かって手をつなぎ、大津波による犠牲者に思いをはせました。復興にあたる工事関係者も作業を止め参加しました。

　宮古市では大津波の影響で、５１７人の市民が犠牲になりました。

　地震発生の午後２時４６分に合わせて、歌詞に「津波」が出てくる田老第一中学校の校歌３番を２回合唱し、黙とうしました。

　防潮堤での黙とうに岩手県宮古市から参加した男性（７７）は「津波で家が流された。親せきも亡くなった。いい感じのしない５年間だった」と声を詰まらせました。親族の遺体はいまだ見つかっていません。

　神奈川県横浜市戸塚区から参加した男性（１７）は「祖母が被災したが無事でした。当時中学１年生で、テレビで津波を見て不安になりました。今後はボランティアもやってみたい」と語りました。
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（写真）海にむかって献花する人たち＝１１日、宮城県石巻市


　宮城県石巻市門脇町の「がんばろう!石巻」と書かれた看板の前では、６００人以上の市民らが黙とうしました。看板はこの場所で被災した男性らが「津波に負けたくない、地域を励ましたい」との思いで、２０１１年４月に立てました。

　妻＝当時（５８）＝を亡くした男性（６６）は「３月１１日は来てほしくない。一年で一番つらい日」と涙を流しました。

　昨年９月に東京電力福島第１原発事故の避難指示が解除された福島県楢葉町。同県いわき市に避難する女性（５６）が献花台の前で、震災で亡くなった両親に「来春には同町に戻ります」と報告。「戻ったら納骨してあげたい。少しは気持ちに区切りがつくかな」と話しました。

政府主催の東日本大震災追悼式での首相の式辞

読売新聞2016年03月11日 22時46分

　◆首相の式辞（全文）

　本日ここに、天皇皇后両陛下のご臨席を仰ぎ、「東日本大震災五周年追悼式」を挙行するに当たり、政府を代表して、謹んで追悼の言葉を申し上げます。

　かけがえのない多くの命が失われ、そして、多くの方の人生を一変させた東日本大震災の発生から、早くも５年が過ぎました。

　最愛のご家族やご親族、ご友人を亡くされた方々のお気持ちを思うと、今なお哀惜の念に堪えません。ここに改めて、衷心より哀悼の意をささげます。また、被災された全ての方々に、心からお見舞いを申し上げます。

　被災地では、いまだに多くの方々が不自由な生活を送られています。原発事故のために、住み慣れた土地に戻れない方々も数多くおられます。被災地に足を運ぶ度、「まだ災害は続いている」、そのことを実感いたします。その中で、一歩ずつではありますが、復興は確実に前進しています。住まいとともに、なりわいの再生も本格化しています。

　被災者の方々お一人お一人が置かれた状況に寄り添いながら、今後とも、心と体のケアや新たな地域社会の形成、被災地の産業の振興への支援などに力を注ぎ、魅力ある地方の創生につながるような復興を実現していく所存です。

　同時に、多くの犠牲の下に得られた貴重な教訓を、決して風化させることなく、常に最新の英知を取り入れながら、防災対策を不断に見直してまいります。政府一丸となって、災害に強い、強靱（きょうじん）な国づくりを進めていくことを、改めて、ここに固くお誓いいたします。

　震災の発生以来、地元の方々や関係する全ての方々の大変なご努力に支えられながら、今日に至っております。日本各地のみならず、本日ここにご列席の世界各国・各地域の皆様からも、多くの温かく心強いご支援を頂きました。改めて、心より感謝と敬意を表したいと存じます。

　我が国は、今後とも、世界の皆様に向け、東日本大震災の教訓と被災地の復興の様子をお伝えし続けるとともに、我が国の知見と技術を少しでも役立てていただけるよう、防災分野における国際貢献を一層強力に進めてまいります。

　我が国は、幾度となく、国難と言えるような災害に見舞われてきましたが、その度に勇気と希望をもって乗り越えてまいりました。今を生きる私たちも、先人たちに倣い、手を携えて、前を向いて歩んでいくことを改めてお誓いいたします。

　御霊（みたま）の永遠（とわ）に安らかならんことを改めてお祈り申し上げるとともに、ご遺族の皆様のご平安を心から祈念し、私の式辞といたします。

社説　震災から５年　「創造的復興」が問うこと
朝日新聞デジタル2016年3月12日（土）付
　津波被災地を、歩く。
　大船渡、陸前高田、気仙沼、南三陸、女川……。無機質で巨大な土木工事が目に飛び込む。
　真新しいコンクリートの壁が海沿いにそびえる。防潮堤だ。旧市街地では最大で１０メートルに達するかさ上げが進む。ピラミッドのように連なる土の山。行き交う大型トラック。砂ぼこり。
　岩手、宮城、福島の３県で、防潮堤の総延長は４００キロ。かさ上げなどのための土地区画整理事業は５０カ所で１４００ヘクタール、東京ドーム３００個分だ。
　５年前、津波にすべてをさらわれた風景とは別の意味での「異世界」が広がる。
　■しぼんだ理念
　被災直後、政府は「創造的復興」をうたった。
　人口減や高齢化、産業の空洞化など、日本の各地がかかえる課題の解決をめざす先進地として被災地を位置づけた。
　識者に３県の知事が加わった復興構想会議は「震災からの復興と日本再生の同時進行」などの原則を掲げ、国と地方の関係を見直す意欲すら見せた。
　だがその機運はいま、うそのようにしぼんでいる。
　工事を見た構想会議の一人は「こんな光景は想定していなかった」。復興庁幹部も「やりすぎた」と本音を漏らす。
　被災地の首長は「『創造』どころか、震災前に戻す『復旧』すら見通せない」と語り、国民には「税金は有効に使われているのか」との疑念がふくらむ。
　理念づくりに終始した構想会議と、被災者支援や遺体捜索などに追われた現場の担当者。
　防潮堤拡充への提言を出した内閣府の審議会と、沿岸部の低地再利用のためにかさ上げ事業の検討を進めた国土交通省。
　「悲劇を繰り返さない」「復興を急げ」というかけ声のもとで、行政の縦割りと、予算や権限拡大への思惑が絡み合った。
　■阪神大震災の教訓
　どこで歯車が狂ったのか。誰が責任を負うべきか。解をみつけるのは簡単ではない。
　被災地といっても、地域ごとに事情は異なる。ただ、安心して暮らし、働く土俵を整えても、人が戻らなければ復興はおぼつかない。それが、２１年前の阪神大震災の教訓でもある。
　神戸市の新長田地区。
　１００軒近くあった戦前からの下町商店街は９割が燃え、市の再開発でビル街に生まれ変わった。当時も「創造的復興」がスローガンだった。
　しかし高い維持管理費などを嫌い、多くの商店主が離れた。後継ぎがおらず、シャッターを下ろしたままの店が続く。
　「東北は、僕らとおなじ道を歩いたらあかん」。お茶屋を営む伊東正和さん（６７）は言う。自らの経験を伝えようと、宮城県南三陸町の仮設市場「さんさん商店街」に何度も足を運ぶ。
　再開発計画を神戸市が決めたのは、震災のわずか２カ月後だった。「おかみに従った方がええやろと考えた。でも自分の街は自分で守らんと。随分たってから、それがわかった」
　一方、津波で壊滅した宮城県女川町にはいま、視察者が相次いでいる。
　かさ上げした旧市街地では、ＪＲの駅を核に、木造建屋の商店街が延びる。町役場や宿泊施設も予定され、「コンパクトシティー」が姿を見せ始めた。
　しかし、街づくりを主導した民間人グループの一人、地元紙販売所長の阿部喜英さん（４７）の話を聞くと、女川に学ぶべきことは別にあるとわかる。
　被災後、街の再生への道を探ろうと、地域振興のお手本となる自治体を仲間と訪ね歩いた。
　葉っぱを「つま」に使うビジネスで有名な徳島県上勝町や、ＩＴ環境を整えて移住を呼びかける同県神山町、駅前開発に成功した岩手県紫波町……。
　■住民が考え、動く
　結論は単純だ。「やってはいけない」のは身の丈に合わない大規模商業施設を造って観光客を増やそうとすること。「やるべきこと」は、自分たちが楽しく暮らせる街づくり。来訪者はその結果として増える――。
　「検討と決定のプロセスこそが大切」との思いも強まった。民間人が主体の復興連絡協議会。行政による作業グループ。ＮＰＯが開く「カフェ」型の放談会。女川のさまざまな場で、町がめざす方向を共有する。
　その女川ですら、今後は予断を許さない。震災前に１万超だった人口は、津波の犠牲と町外への移転で４割近く減った。
　「６千人」はくしくも、震災の８カ月前に直面した数字だ。地元の銀行関係者による講演会で、２０３０年の人口予想として示され、衝撃を受けた。
　その時、女川の人々はすぐに勉強会をもうけ、対策を考え始めた。その平時からの蓄積が、混乱収まらぬ１２年初めの街づくり提言に結びついたという。
　住民が自らの町の未来を見すえ、学び、考え、動く。
　被災地にとどまらず、全国すべての「地方創生」で問われる姿勢だろう。
社説　３・１１追悼式　未曽有の経験を風化させまい

読売新聞2016年03月12日 03時07分

　過酷な被災の経験を決して風化させない。その誓いを新たにしたい。

　政府主催の東日本大震災５周年追悼式が開かれた。天皇、皇后両陛下をはじめ、安倍首相や遺族代表ら参列者が犠牲者の冥福を祈った。

　首相は式辞で、「常に最新の英知を取り入れながら、防災対策を不断に見直していく」と述べ、「災害に強い国づくり」に全力で取り組む考えを強調した。

　福島県の遺族代表、佐久間国幸さん（６６）は「私たちの経験を、これから先も、子々孫々そして世界中に伝えていく」と語った。

　近い将来、南海トラフ巨大地震や首都直下地震の発生が想定される。東日本大震災の貴重な教訓を踏まえ、いかに大規模災害に備えるかが問われている。

　読売新聞社が震災５年を前に実施した全国世論調査では、被災地の復興に関心を持つ人が９０％近くを占めた。一方で、気がかりなのは、１年前に比べて、関心が「弱まっている」と答えた人が４１％に上っていることである。

　人の記憶や関心が時間の経過とともに薄れていくものなら、それを防ぐ具体的な手立てを的確に講じなければなるまい。

　被災者が語り部として自らの体験を語る。被災地を訪ねる復興ツーリズムを企画する。こうした現地での取り組みに対し、政府や自治体の支援を充実させたい。ホームページなどで様々な活動を一元的に紹介するのも一案だろう。

　阪神大震災や新潟県中越地震のほか、一昨年に広島で起きた土砂災害の被災地などでも、東北の犠牲者の追悼行事が催された。

　全国の被災地を結ぶ「絆」は東日本大震災を機に強まった。他の地方の被災者や遺族に思いを寄せることは、地元で起きた災害の記憶の風化防止にもつながろう。

　自然が猛威を振るう災害列島でこの流れを定着させたい。

　震災５年を迎えた今、復旧・復興の進め方についても、語り継ぐべき教訓がある。

　街の再建では、集団移転や防潮堤の整備などを巡って、住民合意の形成に時間がかかるケースが目立った。所有者が不明で、買収が難航した土地も多い。

　同様の事態を避けるには、自治体などと住民が平時から将来の街の在り方について話し合っておくことが有益だろう。土地の登記を徹底しておくことも重要だ。

　復興事業が比較的スムーズに進んだ事例や、逆に滞った事例について、きちんと記録し、確実に伝えていくことが大切である。

社説 　大震災から５年　慰霊の日　教訓を防災につなごう
毎日新聞2016年3月12日　東京朝刊
　命の重さをかみしめ、各地で犠牲者への追悼が続いた。 
　東日本大震災から５年がたった。政府主催の追悼式には、天皇、皇后両陛下や遺族代表、安倍晋三首相ら約１０９０人が参列した。 
　津波にのみこまれた両親の死を乗りこえ、防災リーダーを目指して防災の研究をしている木村正清さんが宮城県の遺族代表であいさつした。「お父さん、お母さんの死を決して無駄にすることなく、微力ながら地域防災に貢献できるよう全力を尽くしますので、天から見守っていてください」と、呼びかけた。 
　３・１１は、震災の教訓を引き継ぎ、次なる災害に備える思いを新たにする日でもある。命を守ることが、犠牲者への弔いにもなる。 
　防災には公助、共助、自助の三つの局面がある。行政など公的機関の役割だけでなく、地域の助け合いや個人の自立的な行動が求められる。 
　東日本大震災では、巨大津波によって多くの役場が被災した。公助が期待できない場面で、避難活動などにおいて地域の役割、つまり共助の大切さが浮き彫りになった。 
　共助の取り組みをどう進めるか。東京都は震災後、意欲的な防災活動をする自治会などを認定、紹介する「防災隣組」の取り組みを始めた。 
　たとえば、昨年認定された板橋区の自治会は「目指せ、世話焼き日本一」のスローガンの下、自治会メンバーが２、３人でグループを作り、地域内の高齢者を定期的に訪問している。交流会も開き、生活上の不安や防災対策を話し合っている。 
　阪神大震災でも、祭りなどを通じてつながりが深かった地域ほど、生存者が大勢救助されたという。老若男女が集えるような行事や取り組みを地域で工夫したい。 
　防災教育と防災訓練も重要だ。三陸には、津波がきた場合、各自が高台へとまず逃げる「津波てんでんこ」の教えが伝わる。教えに基づき、繰り返し避難訓練を実施し、当日は子供たちが励まし合って避難して被害を最小限に抑えた地域があった。 
　南海トラフの巨大地震では、津波が日本の広域を襲うとみられる。政府は「歩いて５分程度で安全な場所に避難できるまちづくり」を提言し、避難路の整備が進む。こうした施設を利用した訓練も大切だ。 
　伊豆大島や広島の土砂災害、茨城県常総市の鬼怒川の堤防決壊など近年、記録的大雨が災害を引き起こしている。地球温暖化の影響が大きい。どこに住んでいても災害に直面する可能性がある。家族や個人で事前にできる備えは何か。減災に向け、自助の努力も忘れてはならない。 
社説　「災後」５年が問う(下)社会のつながりで被害の最小化を 
日経新聞2016/3/12付
　人と自然が織りなす歴史で、災害がなくなることはあり得ない。人にできるのは被害をできるだけ小さくする「減災」の努力である。それにはどうしたらいいのか。東日本大震災の教訓は人、企業、行政が連携できた時に可能になるということだ。キーワードは「つながり、つなぐ」である。
共助への準備が必要に
　大震災後、日本列島では地震活動が高まり、御嶽山や口永良部島など火山も噴火した。９世紀後半、大地震や噴火が重なった貞観期の再来とみる研究者は多い。
　政府は西日本の太平洋沿いで起きる南海トラフ地震や首都直下地震への備えを強めている。南海トラフでは最悪32万人、首都直下でも同２万人の死者が予想される。行政などの関心が２つの地震ばかりに集まり、他の地域で備えが手薄になっているのも気がかりだ。
　まず最初に考えなければならないのは人のつながりである。
　1995年の阪神大震災では大学生などが神戸に駆けつけボランティア元年と呼ばれた。東日本大震災では個人、大手企業、被災地の零細企業、各地のＮＰＯが横につながり、支援や地域再建の新しい形を探る「つながり」元年となった。支えたのはＩＴ（情報技術）だ。
　宮城県気仙沼市では元マッキンゼーのコンサルタントが起業、地域おこしに関心の高い地元の女性たちを指揮し手編みの高級セーターを製作。ネットで全国に販売し好評だ。
　住民の帰還準備が続く福島県南相馬市では家の片付けや草刈りに人手が要る。ＮＰＯ法人災害復興支援ボランティアネットはＩＴで首都圏の参加希望者を呼び込み年間数千から１万人を派遣する。
　こうした支援の体験を企業、団体、自治体、個人などが蓄積していくことが、そのまま「次」への備えになる。日ごろから社会参加や助け合いに慣れておくことが非常時の大規模な共助が機能するための最大の準備になる。
　次は企業のつながりである。５年前、車載用の半導体工場が被災して生産が数カ月間滞った自動車産業では、一部の部品会社が被災しても、海外を含む他社から供給を仰ぎ、急場を乗り切る「調達先の複数化」を進めている。
　自動車会社と直接取引する１次メーカーだけでなく、その下に連なる２次、３次の下請け会社についてもきちんと把握し、部品や素材の流れの全容をつかむ「供給網の見える化」も大きな課題だ。
　気になるのは、非常時の行動指針を定めた「事業継続計画（ＢＣＰ）」の作成が伸び悩んでいることだ。ＮＴＴデータ経営研究所の調査によると、ＢＣＰを策定済みの企業の割合は2013年１月に40.4％と大震災前の1.5倍に増えたが、２年後の15年１月時点でも40.8％と足踏みした。「のど元過ぎれば熱さ忘れる」では緊急時に的確に対応できない。
　行政のつながりも大事だ。大震災では東京都杉並区が「スクラム支援」と名付けて、災害に備えた相互援助協定を結ぶ３市町と協力し、南相馬市に職員を派遣、避難所を提供するなど広域的に助け合う試みが成果を上げた。
効果的なＩＴの活用を
　災害時の支援先を事前に決めておく動きも震災後に広がっている。中四国９県では鳥取と徳島、岡山と香川などと組み合わせをつくり、相手が被災した場合には要請を待たずに支援に乗り出す。こうした仕組みは、常日ごろから交流していてこそ生きる。支援内容も定期的に見直すことが必要だ。
　災害時に自治体が機能を維持できるかも問われる。大震災では戸籍台帳やカルテが津波で流され重要情報を失う深刻な事態を招いた。その反省から情報を安全に管理し行政機能が滞らない体制をつくる大切さを痛感したはずだ。
　それにはＩＴの活用が効果的なはずなのに、そうした行政が全国に広がったとは言い難い。この５年で一段と進化したクラウド技術を使えば、情報を共有し、離れた場所でも共同作業するのも容易になった。使いこなそうとする自治体は一握りにとどまる。
　「地震の現象」は人間の力でどうにもならなくても「地震による災害」は注意次第でどんなにでも軽減できる――。物理学者で随筆家の寺田寅彦が何よりも備えの大切さを説いた言葉だ。あれから５年、改めてかみしめたい。
社説　３・１１から５年　フクシマから日出ずる
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　原発の代わりはそこにある。省エネは最強の再生可能エネルギー源－。そうと決めたら、この国は資源の宝庫。フクシマから始める風と光と大地の時代。

　福島県いわき市の「いわきおてんとＳＵＮ企業組合」が保有する「おてんと号」は、世界に一台しかない特別な自動車だ。

　元は広島の民放テレビの中継車。使用済みの廃食油を回収し、製油して、ディーゼル発電機を回せるよう、改造を施した。

　太陽光、風力、マイクロ水力といった各種発電システムや、蓄電池、直流を交流に変換するインバーターなども搭載された、まさに究極の電源車。

　目の前でつくりたての電気を使って料理をしたり、映像を見せたり、音楽を流したり…。コンサートの音響や夜間イベントのライトアップなどにも威力を発揮する。

　はんだごてを用いて太陽光パネルの手作りを試みるレトロな「おでかけ教室」は、子どもたちにも特に人気が高い。

　ボディーに描かれた笑顔満開の子どもたちのイラストは、遠くからでもよく目立つ。

　おてんと号を操って、県内や隣県を駆け回るのは、事務局長の島村守彦さん（５８）である。

◆省エネから始めよう

　十年前に関西からいわきへ移り住み、オール電化住宅の普及をなりわいにした。

　阪神大震災を経験し、「電気は火よりも安全だ」と信じたからだった。

　広野町以北。後に避難区域や帰還困難区域と呼ばれたところが主な仕事場だった。

　「電気を使え、たくさん使え」と言い続けてきたような仕事にも、便利、快適、速さを過剰に追い求め、肥大しすぎたエネルギー社会にも、何となく息苦しさを感じ始めていたころに、今度は原発事故に出くわした。

　島村さんは、ＮＰＯの仲間たちと考えた。

　国や東京電力を責めるだけでは、本当の解決には至らない。ある意味、私たち自身が求め、許してきたことの結果じゃないか。

　原発はもうこりごりだ。だとすれば、代替手段を示さねば。地産地消の電気をつくること、それは、地域の未来をつくること－。

　「誰にでも電気はつくれます。こんなにたくさん種類もある」

　おてんと号が、一番伝えたいことだ。

　自分で電気をつくってみると、電気が見えるようになる。その大切さを実感できる。むだづかいはしたくない。

　自然エネルギーの教室は、省エネの学校でもあったのだ。

　ドイツは福島の事故を教訓に、二〇二二年までの原発全廃を決断した。

　そのためにも「まず省エネを進めよう」と考える。

　一昨年、発電に占める再生可能エネルギーの割合が２６％を超えて、電源構成比のトップに初めて躍り出た。五〇年までに八割にするのが目標だ。

　それと同時に、エネルギー消費を〇八年の半分に減らすという。

　高緯度のドイツは寒い。家庭部門のエネルギー消費の大部分を暖房と給湯が占めている。

　福島の事故が、「パッシブハウス」の新築に拍車を掛けた。

　窓は三重ガラスにし、天井や壁に断熱材を分厚く仕込み、太陽の貴重な熱を外へ逃さず、燃料を節約しながら快適に暮らせるように工夫を凝らした“厚着の家”だ。

　省エネが脱原発の基礎にある。そしてその省エネの土台になるのが、お日さまの恵みなのである。

　フクシマは告げている。誰でも電気をつくっていいと。

◆日本をエネルギー大国に

　その気になって周りを見れば、お日さま、風、光、地熱に森林（バイオマス）…。日照時間は年平均ドイツの一・二倍。“日出（い）ずる国”は未利用資源の宝の山だ。厚着にせずとも、心地よいパッシブハウスを建てられる。

　原発はエネルギー大量消費時代の申し子だった。しかし、いつまでも続くものではないと、多くの人がうすうす感じてきたはずだ。

　あれから五年。エネルギーのつくり方、そして使い方ともに、大きく変えてもいいころだ。

＜訂正＞　２月２６日社説「フクシマで考える（上）」の文中、モニタリングポストの停止理由が「線量が下がった」とあるのは「機器に問題が起きた」の誤りでした。
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【主張】復興予算　実態踏まえ効果的支出を
　東日本大震災の被災者に暮らしの安定を取り戻させ、遅れている本格復興を確実に果たす。その国の責務は今も変わらず大きく、強力な支援を止めてはならない。
　安倍晋三首相は「被災者の不安な気持ちに寄り添いながら、地域ごとの多様なニーズに応えた支援を行う」と会見で語った。言葉通り、効果的な施策に意を注いでもらいたい。
　政府は今後５年間を復興・創生期間と位置付け、６・５兆円を投じる。インフラ復旧でお金がかかった過去５年と合わせ、総額３２兆円にのぼる復興事業である。
　所得税増税など国民の幅広い負担で確保する貴重な財源だ。今後は全額国費ではなく、被災地も一部を負担する。巨額予算を当て込んだ無駄は到底許されない。
　この５年間の公共インフラの復旧や住宅再建は、資材高騰や用地取得の難航、人手不足などもあり多くの時間と費用を要した。
　問題は、これらの事業が地域の実情を適切に反映しているかどうかである。
　災害公営住宅の建設では、コミュニティー喪失などを心配する被災者への配慮不足を指摘する声がある。巨大防潮堤のように是非が論議を呼んだ案件もある。
　歴史的災害からの復旧・復興である。当初は混乱もしただろうが過剰に資金を投入した事業はあったはずだ。震災と関連の薄い事業への予算流用も問題視された。
　大震災５年を機に、国や自治体には計画を洗い直すなど柔軟かつ機動的な対応を求めたい。
　政府は今後、インフラ復旧などに加えて、まちのにぎわい復活や被災者の心身ケア、生活支援などのソフト面にも重きを置く。被災者が将来への展望を開けるよう知恵を絞らなくてはならない。
　原発事故対応が強いられる福島はもちろん、宮城や岩手の県内でも、復興の進捗（しんちょく）状況には差がある。人手が足りない被災自治体に対して国や全国の自治体から継続的に人材を派遣するなど、きめ細かく対応することが肝要だ。
　縦割り行政を排し、国と被災地の連携を密にするためにも、中心となる復興庁は強い権限で復興事業を主導すべきである。
　同庁の設置期間は、復興・創生期間が終わる平成３２年度までだ。被災地が確実に自立を果たせるよう、政府は復興への取り組みをさらに加速しなければならない。
しんぶん赤旗2016年3月12日(土)

主張　高浜原発首相発言　　司法に逆らい再稼働続ける愚

　安倍晋三首相が東日本大震災から５年にあたっての記者会見で、大津地裁が関西電力高浜原発３、４号機の運転差し止めを命じたことについて、「原子力規制委員会が規制基準に『適合』すると判断した原発を再稼働させる方針に変わりはない」「関西電力は安全性についてさらに説明を尽くしてほしい」などと発言しました。司法が運転を差し止めてもなお、高浜をはじめ全国の原発で再稼働を進める姿勢です。大津地裁の決定を受け、関西電力は３号機の運転を停止しました（４号機は停止中)｡司法に逆らって原発再稼働に固執する安倍首相の姿勢は異常です。

規制基準そのものに疑問

　大津地裁が運転停止を命じた高浜原発３、４号機は、原子力規制委が東京電力福島第１原発事故後に作った規制基準に「適合」と判断し､政府や福井県なども認めて､３号機は１月に、４号機は２月に再稼働した原発です。４号機はわずか３日で緊急停止しました。大津地裁が運転中にもかかわらず原発を停止させたのは、住民の不安を受け止め、規制委の審査自体に根本的な疑問を示したものです。

　記者会見で従来通りの方針を繰り返しただけの安倍首相の発言には、そうした司法の判断を受け止める、真剣な姿勢がありません。なによりも原発事故から５年になるのにふるさとに帰る見通しも立たず、避難を続けている被災住民の気持ちを逆なでするものです。

　大津地裁の決定は、原子力規制委が「適合」と判断したことを根拠に再稼働に踏み切った関電などの態度を、主張や疎明（＝説明）が不十分だと批判しているだけではありません。規制基準そのものについて、福島事故の原因究明が不十分なのに、その点に意を払わないのは、「新規制基準策定に向かう姿勢に非常に不安を覚える」と指摘しています。地震や津波対策の見落としによって事故が起きても致命的な状態に陥らないよう基準は策定すべきであり、関電の不十分な説明では、規制基準や設置基準を「直ちに公共の安寧の基礎となると考えることをためらわざるを得ない」という地裁の指摘は重いものがあります。

　こうした指摘をまともに受け止めるなら、運転中の原発を停止する司法の判断が出されてもなお、規制基準で「適合」となった原発は再稼働させるという首相の発言が出てくる余地はありません。規制基準は住民の避難体制を審査の対象外とし、避難計画は国や自治体にまかせていますが、大津地裁は「避難計画をも視野に入れた幅広い規制基準が望まれる」「そのような基準を策定すべき信義則上の義務が国家には発生している」ともしています。国が関与し自治体に万全の対策を取らせるというだけの首相の言い訳は通用しません。

経済性は理由にならない

　安倍首相は経済性や温暖化問題をあげて「原子力は欠かすことができない」と主張します。しかし大津地裁の決定はこれについても、いったん事故が起きれば巨額の費用がかかり、環境破壊の及ぶ範囲はわが国を超えることをあげて､｢発電の効率性をもって、これらの甚大な災禍と引き換えにすべき事情」はないと断じています。

　安倍政権と電力会社はすべての原発を停止、再稼働を断念すべきです。司法の判断すら無視する、安倍首相の責任は重大です。
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【主張】自民党　慢心戒め改革を断行せよ
　政党として、与党の座にあり続けようとするのは当然だ。だが、もっぱらそれが目的の集団に陥ったなら、掲げる理念や政治課題をどれだけ実現できよう。
　党大会を１３日に迎える自民党への疑問だ。
　１０年前の大会で、小泉純一郎総裁は「保守したくば改革せよ」という英国の政治思想家、エドマンド・バークの言葉を使った。
　だが、その３年後に自民党は政権をいったん失う。改革の継続の困難さを示していよう。
　野党に対する優位的立場に安住してはならない。内外の懸案の解決に向け、不断の改革を積み重ねていく姿勢を確認する機会としてほしい。
　自民党は過去３回の国政選挙で連勝した。民主、維新両党による新党ができても、さほど脅威は感じまい。参院選を新たな通過点と数え、「１強多弱」の政治状況を継続することができると大方は踏んでいるのだろう。
　そうした慢心は、この国のかじ取りを担う上で有害でしかない。与党として、政策立案能力の強化などへの取り組みを、加速させることこそ重要だ。
　安倍晋三政権では、官邸主導の政策決定が目立つといわれる。いきおい、党内の政策論議は低調との印象を与える。これは、昨年の総裁選で首相の無投票再選があっさり決まったことが大きい。
　経済回復の足取りが弱い状況は否めない。与党内でまともな議論が行われないのは、無策に等しい。有力な代替案を提示できない野党とあいまって、政治主導の経済再生に期待を持てない。
　自民党が戦後の一時期を除いて政権党を長期に続けた背景には、活発な党内論議があった。与党から政権に重要な政策変更を迫ることもあった。
　党の人材不足が要因になっているとすれば、国政選挙は問題を解消する重要な機会ともなる。どの分野のどういう政策に強い人物を発掘するか。国民受け、人気取りを優先させるような選挙の戦い方で「保守」を名乗れるのか。
　政策部門でしのぎを削らせることで、秀でた若手・中堅を見いだすことも初めてできる。
　「政治とカネ」の問題で党所属の閣僚辞任が相次いだのに、法規制強化へ腰は重い。「一票の格差」是正では他の足を引っ張る。現状認識から始めてはどうか。
